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鳥取県教育委員会 学校業務カイゼンプラン

～時間のゆとりは心のゆとり 「自ら変革」～

現在、学校や子どもたちをとりまく教育環境が多様化、複雑化するとともに、学校に
求められる教育課題が増加する中、教職員の時間外業務が常態化しているのが実
態です。教職員の心身の健康を守るとともに、子どもたちへの教育活動を充実させ
るためにも、県教育委員会では「学校業務カイゼンプラン」を策定し、学校現場の働
き方改革に取り組みます。

目 的

教職員の多忙解消及び負担軽減に向けた取組を推進することで、教職員の心身の
健康保持に努めるとともに、一人ひとりの児童生徒の指導に専念できる環境を整え
るなど、教育の質の向上を図る。

目 標

①月８０時間超の長時間勤務者の解消

②月当たりの時間外業務：
＜現状＞月１人当たりの時間外業務【参考値：平成２８年度】

小：４９．９時間 中：６０．０時間 高：２８．３時間 特：１３．６時間

（小中学校は９月勤務実態調査、高等学校及び特別支援学校は年間実績）

＜スケジュール＞

学校業務カイゼン活動取組内容

１． 時間管理意識保持の徹底

２． 業務の見直し・削減

３． システム等の活用による
業務の削減、効率化推進

４． 部活動の在り方の見直し

５． 外部人材の配置



 
 
 

 
学校業務カイゼンプランにおいては、以下のような取組を柱に、学校業務カイゼン活動を進めてい

くこととします。 
 

 
１．時間管理意識保持の徹底  

① 早期退勤に関する取組の徹底 

 ・教職員各自が月１回設定する「帰らーDay」（定時退勤日）の取組を徹底します。 
 ・会議や研修、部活動のない一斉退勤日を校内で設定し、取組を徹底します。 
② 管理職員の時間管理意識の向上 

 ・教職員いきいき！トップセミナー、新任校長研修等管理職員等に対する研修会等において、学

校現場への働き方改革の視点の導入に向けた研修を行います。 
③ 長時間勤務者への管理職員による面接指導の実施 

 ・月８０時間を超える長時間勤務者の把握を適切に行い、管理職員等による面接指導を実施する

とともに、長時間勤務解消のための対策に取り組みます。 
④ 教育委員会と学校とが一体となった取組の推進 

 ・全校種の校長や市町村教育委員会の代表を委員に含めた「学校業務カイゼン活動推進検討会」

において、国の動き等を踏まえながら、取組方針や具体的な取組内容について、全県的な視点

で検討します。 
・外部講師の指導等も受けながら、教育委員会が各学校の進捗状況を確認しつつ、学校業務カイ

ゼン活動の取組を進めていきます。 
 
２． 業務の見直し・削減  

① 学校における業務削減・効率化による事務業務短縮（行事・会議・分掌見直し等） 

  ・業務の削減に向けて、学校行事・研修会等を抜本的に見直すとともに、早期の計画立案等によ

る組織的な運営や、会議の集約化・会議時間の上限設定を行うなど、効率化を図ります。 
  ・各教職員の時間外業務の状況等も勘案しながら、毎年度校務分掌の整理・統合等の見直しを行

い、業務の削減・効率化及び業務量の平準化を図ります。 
② 教育委員会による調査、会議、研修等の見直し 

  ・学校に対する調査の調査項目の削減、全校調査から抽出調査へ変更などの見直しを行います。 
・教育委員会主催の会議の必要性の再点検、複数の研修の統合などの見直しを行います。 

③ 県内外の優良取組事例の収集・全県展開 

  ・学校ルールブックの作成など、県立学校の学校カイゼン推進校や小中学校におけるモデル校で

の取組事例の横展開を推進します。 
 ・負担軽減効果の大きな優良事例を収集し、事例集を作成するなど、全県展開を行います。 

 
 
 
 

鳥取県教育委員会 学校業務カイゼン活動 取組内容 



３．システム等の活用による業務の削減、効率化推進  

① 学校業務支援システムの有効活用 

  ・平成３０年度から県内全ての市町村立学校で導入する学校業務支援システムを効果的に活用 

し、業務の効率化を進めます。 
② 既存データファイルの共有・活用 

  ・共有電子フォルダの整理やファイルの保存方法のルール設定などを行うことで、過去に作成 
した教材や定型文書の雛形等が容易に活用できるようにします。 

 
４．部活動の在り方の見直し  

① 部活動休養日、活動時間厳守の徹底 

  ・関係競技団体等の協力も得ながら、全県的に部活動休養日の取組を徹底します。 
    中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む。以下同じ。） 

：原則週２日（平日１日、土日のうちいずれか１日） 
高等学校：原則週１日（土日のうちいずれか１日） 

  ・１日の活動時間は、中学校、高等学校いずれも、原則として、長くとも平日２時間程度、休日  

３時間程度の活動を限度とします。 
   ※特別支援学校の中学部、高等部についても同様とします。 
   ※高等学校の部活動休養日については、当面は上記のとおりとしますが、スポーツ庁が策定し

た「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を踏まえ、今後検討することとして

いる「運動部活動の在り方に関する方針」の中で、引き続き検討します。 
② 部活動指導者研修会の開催 

 ・より効率的・効果的な部活動の実施のため、全国の先進事例等を元にした研修会を開催します。 
 
５．外部人材の配置  

①「教員業務アシスタント」による事務業務の軽減 

・授業準備や印刷業務など、教員の事務的業務をサポートする非常勤職員を配置し、教員の事務

負担を軽減します。 
② 部活動における「部活動指導員」及び「外部指導者」の配置と有効活用 

 ・部活動を要因とする長時間勤務者の負担軽減のため、部活動の単独指導・引率が可能な部活動

指導員を配置します。 
  ・地域人材等を活用して部活動における外部指導者の確保に努めるとともに、単独指導の実施の

ための課題整理など、より有効な活用方法について検討していきます。 
 
＜参 考＞ 

このたび策定した学校業務カイゼンプランのほかに、これまで作成した手引き、アクションプラ 
ン等を併せて活用しながら、取組を進めていきます。 
・「学校カイゼン活動の手引き」 

学校改善モデル校として平成２６年度に取組を実施した県立学校におけるカイゼン事例を元

に作成（平成２７年５月）。 
・「市町村立学校に係る業務改善アクションプラン」 

各市町村（学校組合）立学校での業務改善の一層の推進のため、県教育委員会、市町村（学校

組合）教育委員会、校長会との協働により策定（平成２８年２月）。 



（県立学校用） 

保護者・地域のみなさまへ 
～教職員の働き方改革について～ 

 
 
学校を取り巻く環境が多様化・複雑化し、学校の役割が拡大している中、今後、子

どもたちの主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）を推進していくた

めの授業改革など、より一層の教育活動の充実が求められる一方で、学校現場におけ

る教職員の業務が肥大化し、長時間勤務の常態化が問題となっているのが現状です。 
これまでも、県教育委員会では、「学校カイゼン推進校」の指定などをとおして、業

務改善の取組を行ってきたところです。このたび、時間外業務の削減目標等を定めた

「学校業務カイゼンプラン」を策定するとともに、下記のような取組をとおして教職

員の心身の健康保持に努めることで、一人ひとりの生徒の指導に専念できる環境を整

えるなど、教育の質の向上を図ることとしていますので、取組への御理解と御協力を

お願いします。 
 

記 
 

１．教職員の意識改革及び時間外業務（勤務）の削減  
・各学校における業務改善の取組や研修等をとおして、教職員の勤務時間に対する意識の向

上を図るとともに、各種調査や研修の削減、会議時間の短縮など、業務改善の取組を進め

ます。 
・県立学校で平成２３年度から実施している「帰らーDAY」（定時退勤日）や「リフレッ週」

（定時退勤週）の実施の徹底や、一斉退校日を設定するなど、勤務時間以降の早期退勤を

積極的に推進します。 
 
２．外部人材の活用  
・教職員の事務的業務をサポートする職員（教員業務アシスタント）や、地域人材等を活用

して、部活動の単独指導や単独引率が可能な部活動指導員を一部の学校に配置し、業務の

負担軽減に努めます。 
 
３．部活動休養日の設定  
・学校教育における部活動は、学校教育の一環として重要な教育的意義を有するものであり

ますが、適切な休養を伴わない活動は、生徒や教職員にとって心身の健康を損ねる結果を

招くことになりますので、関係団体等の理解や協力を得ながら、原則として以下のとおり

部活動休養日を設定します。 
  中 学 校・・・週当たり２日（平日１日、土日１日） 
  高等学校・・・週当たり１日（土日のうちいずれか） 

    ※特別支援学校の中学部、高等部についても同様とします。 
※高等学校については当面は上記のとおりとしますが、今後見直しを検討します。 
 

平成３０年３月 鳥取県教育委員会 



（市町村立学校用） 

保護者・地域のみなさまへ    
～教職員の働き方改革について～ 

 
 
学校を取り巻く環境が多様化・複雑化し、学校の役割が拡大している中、今後、子ど

もたちの主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）を推進していくための

授業改革など、より一層の教育活動の充実が求められる一方で、学校現場における教職

員の業務が肥大化し、長時間勤務の常態化が問題となっているのが現状です。 
これまでも、「市町村立学校に係る業務改善アクションプラン」等に基づき、学校現場

での業務改善の取組を実施しているところです。このたび県教育委員会が策定した「学

校業務カイゼンプラン」も参考にしつつ、下記のような取組をとおして、教職員の心身

の健康保持に努めることで、一人ひとりの児童生徒の指導に専念できる環境を整えるな

ど、教育の質の向上を図ることとしていますので、取組への御理解と御協力をお願いし

ます。 
 

記 
 

１．教職員の意識改革及び時間外業務（勤務）の削減  
・各学校における業務改善の取組や研修等をとおして、教職員の勤務時間に対する意識の向

上を図るとともに、平成３０年度から運用開始する学校業務支援システムの効果的な活

用、各種調査や研修の削減、会議時間の短縮など、業務改善の取組を進めます。 
・定期的に（月に１回、毎週○曜日等）一斉退校日を設定するなど、勤務時間以降の早期退

勤を積極的に推進します。 
 
２．外部人材の活用  
・県教育委員会の補助事業等を活用し、教職員の事務的業務をサポートする職員（教員業務

アシスタント）や、部活動の単独指導や単独引率が可能な部活動指導員を一部の学校に配

置し、業務の負担軽減に努めます。 
 
３．部活動休養日の設定  
・学校教育における部活動は、学校教育の一環として重要な教育的意義を有するものであり

ますが、適切な休養を伴わない活動は、生徒や教職員にとって心身の健康を損ねる結果を

招くことになりますので、関係団体等の理解や協力を得ながら、原則として以下のとおり

部活動休養日を設定します。 
中 学 校・・・週当たり２日（平日１日、土日１日） 

 （参考）高等学校・・・週当たり１日（土日のうちいずれか） 

     ※義務教育学校の後期課程は中学校に含みます。 

 

平成３０年○月 ○○教育委員会 

 
※各市町村の実態に応じて修正をお願いします。 



第201700318427号 

平成30年３月29日 

 

各市町村（学校組合）教育委員会教育長  様  

 

鳥取県教育委員会教育長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「鳥取県教育委員会学校業務カイゼンプラン」の策定及び学校における時間外業務 

（勤務）削減に向けた取組の推進について（通知） 

 

学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校の役割が拡大する中、教職員が担う業務は多

岐に渡っており、教職員の時間外業務（勤務）の常態化と、これに伴う健康への影響が懸念される

ところです。  

県教育委員会では、平成25年度に「教職員いきいき！プロジェクトチーム」を設置し、各市町村

教育委員会とも協働しながら、平成28年２月に作成した「市町村立学校に係る業務改善アクション

プラン」の作成など、市町村立学校ワーキンググループにおける取組等を通じて、教職員の多忙解

消・負担軽減の取組を続けてきました。 

また、昨年度末には、全校種の代表者及び外部有識者も委員に加え、新たに「学校業務カイゼン

活動推進検討会」を立ち上げ、さらなる取組を進めているところです。  

これまでの取組により一定の成果は見られるものの、市町村立学校に係る平成28年９月分の勤務

実態調査等の結果を見ても、全ての学校で成果が現れているとは言えず、今後は、これまでの取組

から一歩踏み出し、実効性のある取組の充実が必要です。  

このためには、「学校における働き方改革に係る緊急提言について（平成29年９月６日付第 

201700140385号教育長通知）」で通知したとおり、「今できることは直ちに行う」という認識を全

ての教育関係者が共有し、学校業務カイゼン活動の一層の取組推進、人的措置の充実を図るととも

に、「学校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間

管理等に係る取組の徹底について（通知）」（平成30年２月14日付第201700279719号教育長通知）

で通知したとおり、業務の役割分担・適正化を着実に実行するための方策や、学校が作成する計画

等や組織運営に関する見直し、勤務時間に関する意識改革と時間外勤務の抑制のための必要な措置

など、多方面から対策を講ずる必要があります。 

一方、国においては、働き方改革推進のための法案作成が進められており、時間外労働の限度に

ついて、原則月45時間、年360時間と示され、罰則付きの法改正に向けた検討が行われており、文部

科学省においては、教員等についても、上記数値を目安に、時間外業務の上限時間設定に向けたガ

イドラインの策定が進められているところです。 

こうした状況を踏まえ、本県においても、各市町村（学校組合）教育委員会とも目標設定等につ

いて協議しながら、学校業務カイゼン活動推進検討会等で検討を行い、本県における学校業務カイ

ゼンに係る目標を明確化し、取組を一層加速させるため、別紙のとおり、「鳥取県教育委員会学校

業務カイゼンプラン」を策定しました。 



ついては、県教育委員会としては、各県立学校長宛に別添写しのとおり通知し、県立学校におけ

る時間外業務（勤務）削減に向けた取組を積極的に推進していきますので、各市町村（学校組合）

教育委員会においても、これを参考に同様の取組を行っていただき、教職員が心身ともに健康を維

持し、教育活動に専念できる職場環境の充実に努めてくださるようお願いします。 

なお、時間外業務（勤務）の削減のためには、教職員の勤務実態の正確な把握が不可欠であるこ 

とから、出退勤時刻を実態と異なる内容で記録することのないよう、記録の目的などを十分に周知

し、適正な出退勤時刻の記録を徹底してくださるようお願いします。 

 また、別紙「保護者・地域のみなさまへ～教職員の働き方改革について～」のとおり保護者の方

等へ取組への理解啓発を図るためのチラシを作成しましたので、必要に応じて修正するなどし、保

護者の方へ配布するなど、活用してくださるようお願いします。 

 併せて、鳥取県ＰＴＡ協議会長に対し、別添写しのとおり通知していますので御承知ください。 

【担当】人事企画・業務改善担当 有岡、德田 
    電  話：0857-26-7571、7513 

    ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ：0857-26-8094 

    ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：ariokah@pref.tottori.lg.jp 



第201700318427号 

平成30年３月29日 

 

各県立学校長  様  

 

鳥取県教育委員会教育長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「鳥取県教育委員会学校業務カイゼンプラン」の策定及び学校における時間外業務 

（勤務）削減に向けた取組の推進について（通知） 

 

学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校の役割が拡大する中、教職員が担う業務は多岐に

渡っており、教職員の時間外業務（勤務）の常態化と、これに伴う健康への影響が懸念されるところで

す。  

県教育委員会では、平成25年度に「教職員いきいき！プロジェクトチーム」を設置し、学校カイゼン

推進校の指定による取組などにより、学校の業務をさまざまな角度から見直すなど、多忙解消・負担軽

減の取組を続けており、昨年度末には、全校種の代表者及び外部有識者も委員に加え、新たに「学校業

務カイゼン活動推進検討会」を立ち上げ、さらなる取組を進めているところです。  

これまでの取組により一定の成果は見られるものの、全ての学校で成果が現れているとは言えず、今

後は、これまでの取組から一歩踏み出し、実効性のある取組の充実が必要です。  

このためには、「学校における働き方改革に係る緊急提言について（平成29年９月６日付第

201700140385号教育長通知）」で通知したとおり、「今できることは直ちに行う」という認識を全ての

教育関係者が共有し、学校業務カイゼン活動の一層の取組推進、人的措置の充実を図るとともに、「学

校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間管理等に係る

取組の徹底について（通知）」（平成30年２月14日付第201700279719号教育長通知）で通知したとお 

り、業務の役割分担・適正化を着実に実行するための方策や、学校が作成する計画等や組織運営に関す

る見直し、勤務時間に関する意識改革と時間外勤務の抑制のための必要な措置など、多方面から対策を

講ずる必要があります。 

一方、国においては、働き方改革推進のための法案作成が進められており、時間外労働の限度につい

て、原則月45時間、年360時間と示され、罰則付きの法改正に向けた検討が行われており、文部科学省

においては、教員等についても、上記数値を目安に、時間外業務の上限時間設定に向けたガイドライン

の策定が進められているところです。 

こうした状況を踏まえ、本県においても、時間外業務（勤務）時間の具体的な削減目標を設定するな

ど、本県における学校業務カイゼンに係る目標を明確化し、取組を一層加速させるため、学校業務カイ

ゼン活動推進検討会等で検討を行い、別紙のとおり、「鳥取県教育委員会学校業務カイゼンプラン」を

策定しました。 

各県立学校長においては、本プランを踏まえつつ、下記のとおり、学校における時間外業務（勤務）

削減に向けた取組を積極的に推進していただき、教職員が心身ともに健康を維持し、教育活動に専念で

きる職場環境の充実に努めてくださるようお願いします。 

なお、時間外業務（勤務）の削減のためには、教職員の勤務実態の正確な把握が不可欠であることか 

ら、出退勤時刻を実態と異なる内容で記録することのないよう、記録の目的などを十分に周知し、適正

な出退勤時刻の記録を徹底してくださるようお願いします。 



 また、別紙「保護者・地域のみなさまへ～教職員の働き方改革について～」のとおり保護者の方等へ

取組への理解啓発を図るためのチラシを作成し、県教育委員会のホームページへも掲載しますので、保

護者の方等へ配布するなど、活用してくださるようお願いします。 

併せて、鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会長及び鳥取県特別支援学校ＰＴＡ連合会長に対し、別添写しの

とおり通知していますので御承知ください。 

 

記  

 
１ 学校業務カイゼン目標 

○平成32年度において、各校月１人当たり時間外業務（勤務）時間数を対29年度比で25％削減するこ

ととし、以下のとおり年次的に削減を行うこと。 

年 度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

月１人当たりの 

時間外業務（勤務）時間数 
▲１０％ ▲１５％ ▲２５％ 

 

○月80時間を超える時間外業務（勤務）を行う教職員を解消すること。 

 

２ 学校における時間外業務（勤務）削減に向けた取組について 

各県立学校長は、時間管理意識の向上等、学校業務カイゼンに向けた教職員の意識改革を行うとと

もに、上記１の学校業務カイゼン目標に沿って、平成30年度に向けた自校の目標時間を設定するこ

と。設定に当たっては、平成29年度の平均時間外業務（勤務）時間を基に、毎月の目標時間を明確に

すること。 

なお、学校業務カイゼン活動については、学校カイゼン推進校指定の有無にかかわらず取組計画書

及び報告書の提出を依頼しているところであり、平成30年度の計画作成に当たっては、自校教職員の

時間外業務（勤務）の内容の分析等を校内衛生委員会等で行うとともに、それに基づく学校教育活動

の見直し（削減）やこれまで情報提供している各校で実施済の優良事例等を積極的に取り入れるな

ど、自校での取組推進を図ること。 

その際、校内衛生委員会等で議論された時間外業務（勤務）削減に向けた取組に関わる内容を､職

員会議等で教職員に周知することにより､教職員の意識改革や取組の推進につなげていくこと。 

※毎月の目標時間設定例                                                     （時間） 

 ４月 ５月 ６月 ・・・ ３月 平均 

平成 29年度の平均時間外業

務（勤務）時間（基準時間） 
50.0 55.5 45.5  40.0 40.5 

平成 30年度の平均時間外業

務（勤務）時間（目標時間） 
45.0 50.0 41.0  36.0 36.5 

 

３ 長時間勤務者の把握及び改善指導について 

月80時間を超えて時間外業務（勤務）を行う教職員については、心身の健康に対する影響が特に 

懸念されることから、各県立学校長は、日頃から該当教職員の時間外業務（勤務）の状況を注視し、

適宜当該教職員と面談を行うほか、校内衛生委員会で検討するなどした上で、校務分掌の見直し等、

解消に向けた具体的な対策を速やかに講じること。 

 



４ 部活動における教員の負担軽減について 

部活動休養日については、「部活動休養日等の設定について（通知）」（平成30年３月19日付第 

201700314572号鳥取県教育委員会教育長通知）により通知したところであるが、各学校長は、部活動

が教職員の時間外業務の主な要因となっていることを強く認識するとともに、行き過ぎた活動により

子どもの心身の健康を損なうことのないよう、部活動休養日の設定その他部活動に係る負担軽減の取

組の徹底を図ること。 

 

５ 取組内容等の報告について 

    上記の取組内容等について、別途通知するところにより、取組計画書及び取組報告書を提出するこ 

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当】教育人材開発課 
人事企画・業務改善担当 有岡、德田 

    電  話：0857-26-7571、7513 

    ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ：0857-26-8094 

    ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：ariokah@pref.tottori.lg.jp 



第201700318427号  

平成30年３月29日 

 

鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会長   

                    様 

 鳥取県特別支援学校ＰＴＡ連合会長 

鳥取県教育委員会教育長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

教職員の働き方改革について（通知） 
 
学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校の役割が拡大する中、教職員が担う業

務は多岐に渡っており、教職員の時間外業務（勤務）の常態化と、これに伴う健康への影響

が懸念されるところです。  
県教育委員会では、平成 25 年度に「教職員いきいき！プロジェクトチーム」を設置し、

県立学校における学校カイゼン推進校の指定による取組などにより、学校の業務をさまざ

まな角度から見直すなど、多忙解消・負担軽減の取組を続けており、昨年度末には、全校種

の代表者及び外部有識者も委員に加え、新たに「学校業務カイゼン活動推進検討会」を立ち

上げ、さらなる取組を進めているところです。 
このたび、時間外業務（勤務）時間の具体的な削減目標を設定するなど、本県における学

校業務カイゼンに係る目標を明確化し、取組を一層加速させるため、同検討会等で検討を行

い、別紙のとおり、「鳥取県教育委員会学校業務カイゼンプラン」を策定しました。 
つきましては、こうした取組について御理解いただくとともに、別紙「保護者・地域のみ

なさまへ～教職員の働き方改革について～」のとおり、保護者の方等へ取組への理解啓発を

図るためのチラシを作成し、後日各学校を通じて配布する予定ですので、御承知いただきま

すようお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【担当】教育人材開発課 
人事企画・業務改善担当 有岡、德田 

    電  話：0857-26-7571、7513 

    ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ：0857-26-8094 

    ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：ariokah@pref.tottori.lg.jp 



第201700318427号  

平成30年３月29日 

 

鳥取県ＰＴＡ協議会長 様  

  

鳥取県教育委員会教育長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

教職員の働き方改革について（通知） 
 
学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校の役割が拡大する中、教職員が担う業

務は多岐に渡っており、教職員の時間外業務（勤務）の常態化と、これに伴う健康への影響

が懸念されるところです。  
県教育委員会では、平成 25 年度に「教職員いきいき！プロジェクトチーム」を設置し、

各市町村（学校組合）教育委員会とも協働しながら、平成 28 年２月に作成した「市町村立

学校に係る業務改善アクションプラン」などに基づき、教職員の多忙解消・負担軽減の取組

を続けてきました。また、昨年度末には、全校種の代表者及び外部有識者も委員に加え、新

たに「学校業務カイゼン活動推進検討会」を立ち上げ、さらなる取組を進めているところで

す。 

このたび、時間外業務（勤務）時間の具体的な削減目標を設定するなど、本県における学

校業務カイゼンに係る目標を明確化し、取組を一層加速させるため、同検討会等で検討を行

い、別紙のとおり、「鳥取県教育委員会学校業務カイゼンプラン」を策定しました。 
つきましては、こうした取組について御理解いただくとともに、別紙「保護者・地域のみ

なさまへ～教職員の働き方改革について～」のとおり、保護者の方等へ取組への理解啓発を

図るためのチラシ案を作成し、各市町村（学校組合）教育委員会に対して、必要に応じて修

正の上、各学校を通じて配布していただくよう依頼していますので、御承知いただきますよ

うお願いします。 
 

【担当】教育人材開発課 
人事企画・業務改善担当 有岡、德田 

    電  話：0857-26-7571、7513 

    ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ：0857-26-8094 

    ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：ariokah@pref.tottori.lg.jp 



※調査対象：全市町村立学校の校長、教頭等の管理職及び非常勤職員を除く教職員
※調査期間：平成２９年９月１日～平成２９年９月３０日

45時間
以下

45時間を
超え

60時間まで

60時間を
超え

80時間まで

80時間を
超え

100時間まで

100時間
を超える 合　計 平均時間

（参考）
H28県調査
平均時間

教職員数 756人 566人 698人 172人 26人 2218人 54.14H 49.94H

割合等 34.1% 25.5% 31.5% 7.8% 1.2%

教職員数 286人 242人 372人 199人 193人 1292人 66.92H 59.95H

割合等 22.1% 18.7% 28.8% 15.4% 14.9%

教職員数 1042人 808人 1070人 371人 219人 3510人 58.85H 53.67H

割合等 29.7% 23.0% 30.5% 10.6% 6.2%

　※実績０の者は「４５時間以下」欄に含まれる。

　※「平均時間」は対象教職員の勤務時間外における業務時間数をすべて合計し、実績０の者を含めた対象人数で割ったもの。

　　（小数第３位を切り捨て、小数第２位まで記入）

　※週休日等の業務（部活動等の指導等）も含む。ただし、週休日の振り替えや代休日を指定した場合は含まない。

　※中学校には米子市立米子養護学校を含む（以下同じ）

　※「（参考）Ｈ２８県調査　平均時間」は、平成２８年９月１日～３０日の勤務状況調査結果。

２　自宅持ち帰りによる業務時間数別人数等状況（自宅持ち帰り業務時間数実績の１ヶ月間の合計）

10時間
以下

10時間を
超え

30時間まで

30時間を
超え

50時間まで

50時間
を超える 合　計 平均時間

（参考）
H28県調査
平均時間

1798人 330人 78人 12人 2218人 5.35H 5.08H

81.1% 14.9% 3.5% 0.5%

1201人 73人 12人 6人 1292人 2.97H 2.40H

93.0% 5.7% 0.9% 0.5%

2999人 403人 90人 18人 3510人 4.47H 4.08H

85.4% 11.5% 2.6% 0.5%

　※実績０の者は「１０時間以下」欄に含まれる。

　※「平均時間」は対象教職員の自宅持ち帰りによる業務時間数をすべて合計し、実績０の者を含めた対象人数で割ったもの。

　　（小数第３位を切り捨て、小数第２位まで記入）

　※週休日等の実績も記載。

　※「（参考）Ｈ２８県調査　平均時間」は、平成２８年９月１日～３０日の勤務状況調査結果。

勤務時間外及び自宅持ち帰りによる業務時間数調査結果

鳥 取 県 教 育 委 員 会

小学校

中学校

合計

平 成 ３ ０ 年 ４ 月

１　勤務時間外における業務時間数別人数等状況
    （勤務開始時間前から勤務開始時間まで、勤務時間終了後から退勤時間まで、週休日等業務時間の１ヶ月間の合計）

合計
教職員数

割合等

小学校
教職員数

割合等

中学校
教職員数

割合等



３　勤務時間外における業務時間実績が多かった主な内容（学校として多かった内容を２つ選択）

教材
研究

テスト作
成・採点

補習
日記・課
題等点検

生徒指導・
教育相談

学級
業務

分掌
業務

諸会議 部活動 その他 学校数

35 2 0 3 0 109 98 2 0 1

28.0% 1.6% 0.0% 2.4% 0.0% 87.2% 78.4% 1.6% 0.0% 0.8%

12 1 0 0 1 7 44 0 51 0

20.7% 1.7% 0.0% 0.0% 1.7% 12.1% 75.9% 0.0% 87.9% 0.0%

47 3 0 3 1 116 142 2 51 1

25.7% 1.6% 0.0% 1.6% 0.5% 63.4% 77.6% 1.1% 27.9% 0.5%

４　自宅持ち帰り業務時間実績が多かった主な内容（学校として多かった内容を２つ選択）

教材
研究

テスト作
成・採点

課題等
点検

学級
業務

分掌
業務

その他 学校数

85 11 7 83 53 4

68.0% 8.8% 5.6% 66.4% 42.4% 3.2%

45 23 4 10 15 2

77.6% 39.7% 6.9% 17.2% 25.9% 3.4%

130 34 11 93 68 6

71.0% 18.6% 6.0% 50.8% 37.2% 3.3%

合計

選択した
学校数

183
学校数に占

める回答割合

小学校

選択した
学校数

中学校

選択した
学校数

小学校

選択した
学校数

125
学校数に占

める回答割合

58
学校数に占

める回答割合

合計

選択した
学校数

中学校

選択した
学校数

58
学校数に占

める回答割合

125
学校数に占

める回答割合

183
学校数に占

める回答割合

【調査結果より】

○１について

・勤務時間外業務時間数において８０時間を超える者がいる学校の割合は、小学校54.4%(前年34.1%)、中学校91.4%(前年82.8%)

・月平均時間が６０時間を超える学校の割合は、小学校で２４．８％(17.8%)、中学校で６７．２％(56.9%)

・「１００時間を超える」者が存在する学校においては、「８０時間を超え１００時間まで」の者もほぼ存在（９３．１％）

・小学校、中学校ともに増加傾向（業務の改善に向けて教職員の正確な勤務実態を把握するために、前年度の調査では集計に反

映させていなかった勤務開始前、土曜日・日曜日の部活動などを本年度から正確に入力することとした市町村があるため単純

比較できない。なお、２９年度からセキュリティ対策のために実施したネットワーク分離による影響も学校現場に生じた。）
○２について

・自宅持ち帰りの時間数は、中学校より小学校が多い。
・月平均時間が１０時間を越える学校の割合は、小学校１６．８％、中学校５．２％

・小学校、中学校ともに増加傾向
○３について
・勤務時間外業務時間数において８０時間を超える者の割合が多い学校の主な内容としては、小学校「学級業務」

「分掌業務」、中学校「部活動」「分掌業務」
・中学校において、勤務時間外における業務内容として多くの学校が「部活動」を挙げている。
○４について

・職場における勤務時間外において「学級業務」及び「分掌業務」をこなしながら、自宅において「教材研究」

「テスト作成・採点」を行っている者が一定数程度存在

※すべての者が共通して適正な労働時間管理と総労働時間数の縮減を行っていくことは必要であり、特に８０時間超の者に
ついては、健康障がい防止の観点から医師による面接指導を実施するなどの対応が必要。また、職場での勤務時間外にお

ける業務時間数縮減に伴って、自宅持ち帰り業務時間数増加とならないよう取り組むことも必要。


